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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 
2019年度第１四半期 

連結累計期間 
2020年度第１四半期 

連結累計期間 
2019年度 

 
(自 2019年４月１日 

 至 2019年６月30日) 
(自 2020年４月１日 

 至 2020年６月30日) 
(自 2019年４月１日 

 至 2020年３月31日) 

経常収益 百万円 16,715 16,309 67,043 

経常利益 百万円 1,867 2,222 6,303 

親会社株主に帰属する 

四半期純利益 
百万円 1,184 1,473 ―― 

親会社株主に帰属する 

当期純利益 
百万円 ―― ―― 4,625 

四半期包括利益 百万円 106 5,889 ―― 

包括利益 百万円 ―― ―― △5,430 

純資産 百万円 235,138 231,879 226,666 

総資産 百万円 3,968,487 4,337,630 3,934,962 

１株当たり四半期純利益 円 62.99 81.38 ―― 

１株当たり当期純利益 円 ―― ―― 246.69 

潜在株式調整後 

１株当たり四半期純利益 
円 44.73 81.21 ―― 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
円 ―― ―― 246.22 

自己資本比率 ％ 5.90 5.32 5.74 

 （注）１．当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．自己資本比率は、（（四半期）期末純資産の部合計－（四半期）期末新株予約権－（四半期）期末非支配株

主持分）を（四半期）期末資産の部の合計で除して算出しております。 

 

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当行及び当行の関係会社が営む事業の内容については、重要な変更はあり

ません。なお、主要な関係会社の異動は次のとおりであります。

[銀行業務] 

特に異動はありません。

[リース業務] 

特に異動はありません。

[カード業務] 

特に異動はありません。

[その他業務] 

当行は2020年４月に株式会社名古屋キャピタルパートナーズを設立し、連結子会社としております。

この結果、2020年６月30日現在において、当行グループ（当行及び当行の関係会社）は、当行及び連結子会社５社

で構成されております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）財政状態及び経営成績の状況

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、緊急事態宣言が

発出され、社会経済活動の自粛により消費が縮小し、極めて厳しい状況となりました。緊急事態宣言解除後、政府

の政策により、消費活動に持ち直しの動きが見られますが、景気の先行きにつきましては、新型コロナウイルス感

染症第２波の到来の懸念並びに米中の対立激化及び近隣諸国における地政学的リスク等様々な問題があり、予断を

許さない状況であります。

 このような経済状況下、当行の連結ベースでの当第１四半期連結累計期間の財政状態、経営成績は以下のとおり

となりました。 

 預金の当第１四半期連結会計期間末残高につきましては、当第１四半期連結累計期間中278,389百万円増加し

3,785,937百万円となりました。預金の増加のうち、個人預金につきましては、当第１四半期連結累計期間中

62,777百万円の増加となりました。

 貸出金の当第１四半期連結会計期間末残高につきましては、地元企業の資金需要や住宅ローンを中心とした個人

向け融資等、各種資金ニーズに積極的に対応した結果により当第１四半期連結累計期間中171,026百万円増加し

2,987,746百万円となりました。

 また、グループ全体の経常収益は、貸出金利息及び連結子会社の売上高が増加したものの、有価証券利息配当金

及び受入手数料等が減少したこと等を主な要因として、前第１四半期連結累計期間に比べ406百万円減少し16,309

百万円となりました。経常費用は、人件費及び連結子会社の売上原価等が増加したものの、貸倒引当金繰入額及び

株式等償却が減少したことを主な要因として、前第１四半期連結累計期間に比べ761百万円減少し14,086百万円と

なりました。

 この結果、経常利益は前第１四半期連結累計期間に比べ355百万円増加し2,222百万円となり、親会社株主に帰属

する四半期純利益は前第１四半期連結累計期間に比べ288百万円増加し1,473百万円となりました。

 当第１四半期連結累計期間のセグメントごとの経営成績につきましては、次のとおりであります。

（銀行業務）

 経常収益は有価証券利息配当金及び受入手数料等が減少したことにより、前第１四半期連結累計期間に比べ594

百万円減少し11,961百万円となりました。

 セグメント利益は貸倒引当金繰入額及び株式等償却が減少したこと等により、前第１四半期連結累計期間に比

べ166百万円増加し2,573百万円となりました。

（リース業務）

 経常収益はリース売上高、割賦売上高ともに増加したこと等により、前第１四半期連結累計期間に比べ108百万

円増加し4,780百万円、セグメント利益は売上原価及び支払手数料の増加により、前第１四半期連結累計期間に比

べ８百万円減少し245百万円となりました。

（カード業務）

 経常収益は前第１四半期連結累計期間に比べ63百万円減少し545百万円、セグメント利益は前第１四半期連結累

計期間に比べ18百万円増加し203百万円となりました。

（その他業務）

 経常収益は前第１四半期連結累計期間に比べ５百万円減少し23百万円、セグメント利益は前第１四半期連結累

計期間に比べ２百万円減少し４百万円となりました。
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① 国内・海外別収支

当第１四半期連結累計期間の資金調達費用は、前第１四半期連結累計期間に比べ370百万円減少し436百万円とな

り、資金運用収益は、前第１四半期連結累計期間に比べ14百万円減少し8,265百万円になりました。

その結果、資金運用収支は、前第１四半期連結累計期間に比べ355百万円増加し7,828百万円となりました。

役務取引等収支は、前第１四半期連結累計期間に比べ308百万円減少し1,291百万円となりました。

また、その他業務収支は、前第１四半期連結累計期間に比べ64百万円減少し1,080百万円となりました。

なお、経常収益に占める主なものは、資金運用収益（合計）が51％、その他業務収益（合計）が33％でありま

す。経常費用に占める資金調達費用（合計）の割合は３％、その他業務費用（合計）は30％となっております。 

種類 期別

国内 海外 相殺消去額(△) 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

資金運用収支

前第１四半期連結累計期間 8,396 55 △978 7,473

当第１四半期連結累計期間 8,569 58 △799 7,828

うち資金運用収益

前第１四半期連結累計期間 9,212 62 △994 8,280

当第１四半期連結累計期間 9,002 81 △818 8,265

うち資金調達費用

前第１四半期連結累計期間 815 7 △16 806

当第１四半期連結累計期間 433 22 △19 436

役務取引等収支

前第１四半期連結累計期間 1,562 0 37 1,599

当第１四半期連結累計期間 1,276 0 14 1,291

うち役務取引等収益

前第１四半期連結累計期間 2,487 0 △11 2,476

当第１四半期連結累計期間 2,201 0 △35 2,166

うち役務取引等費用

前第１四半期連結累計期間 925 0 △48 876

当第１四半期連結累計期間 924 0 △49 875

その他業務収支

前第１四半期連結累計期間 1,285 △28 △112 1,144

当第１四半期連結累計期間 1,189 △2 △107 1,080

うちその他業務収益

前第１四半期連結累計期間 5,534 － △132 5,402

当第１四半期連結累計期間 5,481 － △123 5,358

うちその他業務費用

前第１四半期連結累計期間 4,248 28 △19 4,257

当第１四半期連結累計期間 4,291 2 △16 4,277

 （注）１．「国内」とは、当行（海外店を除く）及び連結子会社であります。

２. 「海外」とは、当行の海外店であります。

３．「合計」欄は、内部取引金額等（相殺消去額（△））を相殺消去しております。
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② 国内・海外別役務取引の状況

役務取引等収益（合計）は、前第１四半期連結累計期間に比べ310百万円減少し2,166百万円、役務取引等費用（合

計）は、前第１四半期連結累計期間に比べ１百万円減少し875百万円となりました。役務取引等収益のうち、預金・

貸出業務が829百万円（38％）、為替業務が714百万円（33％）となっております。

役務取引等費用の主なものは、為替業務の152百万円（17％)であります。 

種類 期別
国内 海外 相殺消去額(△) 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

役務取引等収益
前第１四半期連結累計期間 2,487 0 △11 2,476

当第１四半期連結累計期間 2,201 0 △35 2,166

うち預金・貸出業務
前第１四半期連結累計期間 966 0 △1 964

当第１四半期連結累計期間 831 0 △1 829

うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 757 0 △9 749

当第１四半期連結累計期間 722 0 △9 714

うち証券関連業務
前第１四半期連結累計期間 344 － － 344

当第１四半期連結累計期間 293 － － 293

うち代理業務
前第１四半期連結累計期間 293 － － 293

当第１四半期連結累計期間 176 － － 176

うち保護預り・貸金

庫業務

前第１四半期連結累計期間 47 － － 47

当第１四半期連結累計期間 46 － － 46

うち保証業務
前第１四半期連結累計期間 23 － － 23

当第１四半期連結累計期間 23 － － 23

役務取引等費用
前第１四半期連結累計期間 925 0 △48 876

当第１四半期連結累計期間 924 0 △49 875

うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 156 － － 156

当第１四半期連結累計期間 152 － － 152

 （注）１．「国内」とは、当行（海外店を除く）及び連結子会社であります。

２. 「海外」とは、当行の海外店であります。

３．「合計」欄は、内部取引金額等（相殺消去額（△））を相殺消去しております。
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③ 国内・海外別預金残高の状況

○ 預金の種類別残高（末残）

種類 期別
国内 海外 相殺消去額(△) 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

預金合計
前第１四半期連結会計期間 3,505,447 2,460 △9,031 3,498,876

当第１四半期連結会計期間 3,791,059 5,408 △10,530 3,785,937

うち流動性預金
前第１四半期連結会計期間 2,342,690 193 △9,031 2,333,852

当第１四半期連結会計期間 2,646,455 593 △10,530 2,636,518

うち定期性預金
前第１四半期連結会計期間 1,108,398 2,267 － 1,110,666

当第１四半期連結会計期間 1,081,114 4,815 － 1,085,929

うちその他
前第１四半期連結会計期間 54,358 － － 54,358

当第１四半期連結会計期間 63,488 － － 63,488

譲渡性預金
前第１四半期連結会計期間 57,182 － － 57,182

当第１四半期連結会計期間 51,251 － － 51,251

総合計
前第１四半期連結会計期間 3,562,630 2,460 △9,031 3,556,059

当第１四半期連結会計期間 3,842,310 5,408 △10,530 3,837,188

 （注）１．「国内」とは、当行（海外店を除く）及び連結子会社であります。

２．「海外」とは、当行の海外店であります。

３．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

４．定期性預金＝定期預金＋定期積金

５．「合計」欄は、内部取引金額等（相殺消去額（△））を相殺消去しております。
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④ 国内・海外別貸出金残高の状況

○ 業種別貸出状況（末残・構成比）

業種別
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

国内（除く特別国際金融取引勘定分） 2,568,603 100.00 2,979,737 100.00

製造業 434,574 16.92 460,010 15.44 

農業，林業 1,087 0.04 1,064 0.03 

漁業 116 0.01 113 0.00

鉱業，採石業，砂利採取業 3,128 0.12 3,313 0.11

建設業 152,031 5.92 187,921 6.31

電気・ガス・熱供給・水道業 45,369 1.77 46,451 1.56

情報通信業 15,758 0.61 23,498 0.79

運輸業，郵便業 95,910 3.73 107,454 3.61

卸売業，小売業 331,871 12.92 363,928 12.21

金融業，保険業 79,162 3.08 172,158 5.78

不動産業，物品賃貸業 391,918 15.26 404,552 13.58

学術研究，専門・技術サービス業 18,645 0.73 23,595 0.79

宿泊業，飲食サービス業 26,217 1.02 42,024 1.41

生活関連サービス業，娯楽業 28,148 1.10 32,713 1.10

教育，学習支援業 7,287 0.28 8,259 0.28

医療，福祉 45,262 1.76 53,566 1.80

その他のサービス 46,368 1.81 59,041 1.98

地方公共団体 50,419 1.96 142,499 4.78

その他 795,326 30.96 847,569 28.44

海外及び特別国際金融取引勘定分 5,163 100.00 8,008 100.00

政府等 － － － －

金融機関 － － － －

その他 5,163 100.00 8,008 100.00

合計 2,573,767 ── 2,987,746 ──

 （注）１．「国内」とは、当行（海外店を除く）及び連結子会社であります。

２. 「海外」とは、当行の海外店であります。

３．連結会社間の取引は、相殺消去しております。
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（２）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定 

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。 

なお、新型コロナウイルス感染症に伴う会計上の見積りに用いた仮定につきましては、「第４ 経理の状況 １ 

四半期連結財務諸表 注記事項 （追加情報）」に記載しております。 

 

（３）経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等 

当第１四半期連結累計期間において、当行が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。また、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等についても重要な変更はありません。 

 

（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、当行グループ（当行及び連結子会社）が優先的に対処すべき事業上及び財

務上の課題について重要な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

該当事項はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000 

計 50,000,000 

 
 

②【発行済株式】

種類 
第１四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（2020年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（2020年８月７日） 

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名 

内容 

普通株式 18,255,487 18,255,487 
東京証券取引所（市場第一部） 

名古屋証券取引所（市場第一部） 

単元株式数は100株で

あります。 

計 18,255,487 18,255,487 ─── ─── 

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。 

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
 発行済株式
 総数増減数

（千株）

発行済株式
 総数残高

（千株）

資本金増減額

（百万円）

資本金残高

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

2020年４月１日～

2020年６月30日
－ 18,255 － 25,090 － 18,645 

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2020年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

        2020年６月30日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － ──── － 

議決権制限株式（自己株式等）   － ──── － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

──── 
単元株式数は100株であ

ります。 普通株式 147,000 

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,005,100 180,051 
単元株式数は100株であ

ります。 

単元未満株式 普通株式 103,387 ──── － 

発行済株式総数   18,255,487 ──── ──── 

総株主の議決権 ──── 180,051 ──── 

 
(注)上記の「完全議決権株式（その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が100株含まれております。

また、「議決権の数」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権が１個含まれております。

 

②【自己株式等】

        2020年６月30日現在 

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

㈱名古屋銀行 

名古屋市中区錦 

三丁目19番17号 
147,000 － 147,000 0.80 

計 ──── 147,000 － 147,000 0.80 

 

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】
１．当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」

（1982年大蔵省令第10号）に準拠しております。 

 

２．当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（自2020年４月１日 至

2020年６月30日）及び第１四半期連結累計期間（自2020年４月１日 至2020年６月30日）に係る四半期連結財務諸表

について、有限責任 あずさ監査法人の四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2020年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(2020年６月30日) 

資産の部    

現金預け金 191,659 429,152 

コールローン及び買入手形 2,169 8,885 

有価証券 ※２ 750,558 ※２ 742,589 

貸出金 ※１ 2,816,720 ※１ 2,987,746 

外国為替 9,519 4,891 

リース債権及びリース投資資産 37,667 37,890 

その他資産 78,576 78,840 

有形固定資産 36,120 36,648 

無形固定資産 1,910 1,979 

退職給付に係る資産 11,389 11,483 

繰延税金資産 612 608 

支払承諾見返 10,451 9,322 

貸倒引当金 △12,392 △12,407 

資産の部合計 3,934,962 4,337,630 

負債の部    

預金 3,507,548 3,785,937 

譲渡性預金 53,251 51,251 

コールマネー及び売渡手形 8,469 10,914 

債券貸借取引受入担保金 2,745 6,881 

借用金 42,487 157,915 

外国為替 33 3 

社債 40,000 40,000 

その他負債 21,175 20,101 

賞与引当金 948 248 

役員賞与引当金 38 9 

退職給付に係る負債 4,052 4,005 

役員退職慰労引当金 35 30 

睡眠預金払戻損失引当金 425 403 

偶発損失引当金 1,334 1,443 

利息返還損失引当金 40 39 

繰延税金負債 12,483 14,466 

再評価に係る繰延税金負債 2,774 2,774 

支払承諾 10,451 9,322 

負債の部合計 3,708,295 4,105,750 

純資産の部    

資本金 25,090 25,090 

資本剰余金 21,231 21,231 

利益剰余金 136,520 137,360 

自己株式 △573 △573 

株主資本合計 182,269 183,109 

その他有価証券評価差額金 40,516 44,776 

繰延ヘッジ損益 － △0 

土地再評価差額金 3,427 3,427 

退職給付に係る調整累計額 △291 △146 

その他の包括利益累計額合計 43,653 48,056 

新株予約権 127 127 

非支配株主持分 616 586 

純資産の部合計 226,666 231,879 

負債及び純資産の部合計 3,934,962 4,337,630 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自 2019年４月１日 
 至 2019年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2020年４月１日 

 至 2020年６月30日) 

経常収益 16,715 16,309 

資金運用収益 8,280 8,265 

（うち貸出金利息） 5,519 5,830 

（うち有価証券利息配当金） 2,638 2,326 

役務取引等収益 2,476 2,166 

その他業務収益 5,402 5,358 

その他経常収益 ※１ 556 ※１ 520 

経常費用 14,848 14,086 

資金調達費用 806 436 

（うち預金利息） 250 135 

役務取引等費用 876 875 

その他業務費用 4,257 4,277 

営業経費 7,754 8,010 

その他経常費用 ※２ 1,152 ※２ 487 

経常利益 1,867 2,222 

特別利益 2 1 

固定資産処分益 2 1 

特別損失 1 0 

固定資産処分損 1 0 

税金等調整前四半期純利益 1,868 2,224 

法人税等 672 738 

四半期純利益 1,196 1,485 

非支配株主に帰属する四半期純利益 11 11 

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,184 1,473 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自 2019年４月１日 
 至 2019年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2020年４月１日 

 至 2020年６月30日) 

四半期純利益 1,196 1,485 

その他の包括利益 △1,089 4,404 

その他有価証券評価差額金 △1,174 4,260 

繰延ヘッジ損益 2 △0 

退職給付に係る調整額 82 144 

四半期包括利益 106 5,889 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 95 5,877 

非支配株主に係る四半期包括利益 10 12 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第１四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年６月30日）

連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間より、新たに設立した株式会社名古屋キャピタルパートナーズを連結の範囲に含めており

ます。 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

当第１四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年６月30日）

税金費用の処理

当行及び連結子会社の税金費用は、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じることにより算定しており

ます。

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

当第１四半期連結会計期間における新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り及び当該見積りに用い

た仮定については、前連結会計年度の有価証券報告書の（追加情報）に記載した内容から重要な変更はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2020年３月31日）
当第１四半期連結会計期間

（2020年６月30日）

破綻先債権額 2,370百万円 2,022百万円

延滞債権額 45,709百万円 46,729百万円

３ヵ月以上延滞債権額 574百万円 163百万円

貸出条件緩和債権額 7,963百万円 9,107百万円

合計額 56,618百万円 58,022百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

 

※２．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務の額

 
 

前連結会計年度
（2020年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2020年６月30日）

  40,789百万円 40,966百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１．その他経常収益には、次のものを含んでおります。

 

前第１四半期連結累計期間

（自 2019年４月１日

至 2019年６月30日）

当第１四半期連結累計期間

（自 2020年４月１日

至 2020年６月30日）

償却債権取立益 0百万円 2百万円

株式等売却益 492百万円 454百万円

 

※２．その他経常費用には、次のものを含んでおります。

 

前第１四半期連結累計期間

（自 2019年４月１日

至 2019年６月30日）

当第１四半期連結累計期間

（自 2020年４月１日

至 2020年６月30日）

貸倒引当金繰入額 387百万円 14百万円

偶発損失引当金繰入額 111百万円 109百万円

株式等売却損 32百万円 32百万円

株式等償却 259百万円 5百万円

貸出金償却 0百万円 0百万円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  2019年４月１日
至  2019年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  2020年４月１日
至  2020年６月30日）

減価償却費 481百万円 557百万円

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自  2019年４月１日  至  2019年６月30日） 

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月21日

定時株主総会
普通株式 658 35.00 2019年３月31日 2019年６月24日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。 

 

当第１四半期連結累計期間（自  2020年４月１日  至  2020年６月30日） 

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月26日

定時株主総会
普通株式 633 35.00 2020年３月31日 2020年６月29日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自  2019年４月１日  至  2019年６月30日） 

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他 合計 
  銀行業務 リース業務 カード業務 計 

経常収益            

外部顧客に対する経常収益 11,687 4,470 558 16,715 0 16,715 

セグメント間の内部経常収益 868 202 51 1,122 28 1,150 

計 12,556 4,672 609 17,837 28 17,866 

セグメント利益 2,407 254 185 2,846 6 2,853 

（注）１．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、事務委託サービス業務等を

含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額  

報告セグメント計 2,846  

「その他」の区分の利益 6  

セグメント間取引消去 △985  

四半期連結損益計算書の経常利益 1,867  

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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当第１四半期連結累計期間（自  2020年４月１日  至  2020年６月30日） 

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他 合計 
  銀行業務 リース業務 カード業務 計 

経常収益            

外部顧客に対する経常収益 11,241 4,584 494 16,320 0 16,320 

セグメント間の内部経常収益 719 195 51 967 23 990 

計 11,961 4,780 545 17,287 23 17,311 

セグメント利益 2,573 245 203 3,022 4 3,027 

（注）１．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、事務委託サービス業務等を

含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額  

報告セグメント計 3,022  

「その他」の区分の利益 4  

セグメント間取引消去 △804  

四半期連結損益計算書の経常利益 2,222  

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（有価証券関係）

企業集団の事業の運営において重要なものであることから記載しております。 

 

１．満期保有目的の債券

該当事項はありません。 

 

２．その他有価証券

前連結会計年度（2020年３月31日）

  取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

株式 46,039 103,864 57,824 

債券 549,182 549,153 △29 

国債 38,164 38,124 △40 

地方債 107,901 108,060 159 

社債 403,116 402,968 △148 

その他 88,270 87,875 △394 

合計 683,492 740,893 57,401 

 

当第１四半期連結会計期間（2020年６月30日）

  取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

株式 45,703 109,074 63,371

債券 532,854 532,737 △116

国債 46,333 46,176 △157

地方債 110,770 110,894 124

社債 375,749 375,666 △83

その他 90,121 90,450 328

合計 668,679 732,263 63,583

（注）その他有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復

する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照表計上額（連結貸借対照

表計上額）とするとともに、評価差額を当第１四半期連結累計期間（連結会計年度）の損失として処理（以下「減

損処理」という。）しております。

前連結会計年度における減損処理額は、1,282百万円（うち、株式1,282百万円）であります。 

当第１四半期連結累計期間における減損処理額は、８百万円（うち、株式５百万円及び債券３百万円）でありま

す。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価に比べて30％以上下落したものとし

ております。減損処理にあたり、時価のある銘柄は、四半期連結会計期間末日（連結会計年度末日）における時価

の取得原価に対する下落率が50％以上の銘柄について、一律減損処理しております。 

下落率が30％以上50％未満の銘柄については、回復可能性を検討し、時価の下落が一時的で、概ね１年以内に取

得原価に近い水準まで時価が回復することを合理的な根拠をもって予測できる場合を除き、すべて減損処理してお

ります。
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（デリバティブ取引関係）

企業集団の事業の運営において重要なものであることから記載しております。 

(１）金利関連取引

該当事項はありません。 

 

(２）通貨関連取引

前連結会計年度（2020年３月31日） 

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

店頭

通貨スワップ 39,485 90 90 

為替予約 6,402 8 8 

通貨オプション － － － 

その他 － － － 

合計 ─── 98 98 

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第25号 2002年７月29日）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等について

は、上記記載から除いております。

 

当第１四半期連結会計期間（2020年６月30日） 

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

店頭

通貨スワップ 37,876 83 83

為替予約 12,343 10 10

通貨オプション － － － 

その他 － － － 

合計 ─── 94 94

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第25号 2002年７月29日）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等について

は、上記記載から除いております。

 

(３）株式関連取引

該当事項はありません。

 

(４）債券関連取引

該当事項はありません。

 

(５）商品関連取引

該当事項はありません。

 

(６）クレジット・デリバティブ取引

該当事項はありません。

- 19 -



(７）その他

前連結会計年度（2020年３月31日） 

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

店頭 地震デリバティブ 4,960 － － 

合計 ─── － － 

（注）上記取引については、公正な評価額を算定することが極めて困難と認められるため、取得価額をもって時価とし

ております。

 

当第１四半期連結会計期間（2020年６月30日） 

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

店頭 地震デリバティブ 4,960 － － 

合計 ─── － － 

（注）上記取引については、公正な評価額を算定することが極めて困難と認められるため、取得価額をもって時価とし

ております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、次の

とおりであります。
 

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年６月30日）

（1）１株当たり四半期純利益 円 62.99 81.38

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益 百万円 1,184 1,473

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益
百万円 1,184 1,473

普通株式の期中平均株式数 千株 18,806 18,108

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 円 44.73 81.21

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額 百万円 △222 －

 うちその他業務収益（税額相当額控除後） 百万円 △222 －

普通株式増加数 千株 2,712 36

 うち新株予約権付社債 千株 2,680 －

 うち新株予約権 千株 31 36

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計年度

末から重要な変動があったものの概要

──── ────

 
 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

  2020年８月６日

株 式 会 社 名 古 屋 銀 行  

 

  取 締 役 会 御中      

 

 有 限 責 任  あ ず さ 監 査 法 人 

 名古屋事務所 

 

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 中 村 哲 也 

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 膳 亀   聡 

 

監査人の結論

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社名古屋

銀行の2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2020年４月１日から2020年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュ

ーを行った。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社名古屋銀行及び連結子会社の2020年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての

重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

 監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

 監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

 監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。 

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。 

 監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

 監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係 

 会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2020年８月７日

【会社名】 株式会社 名古屋銀行

【英訳名】 The Bank of Nagoya, Ltd.

【代表者の役職氏名】 取締役頭取  藤原 一朗

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 名古屋市中区錦三丁目19番17号

【縦覧に供する場所】 株式会社 名古屋銀行 岐阜支店

（岐阜市長住町六丁目14番地）

株式会社 東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

株式会社 名古屋証券取引所

（名古屋市中区栄三丁目８番20号）

 

 

- 25 -



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当行取締役頭取 藤原 一朗は、当行の第103期第１四半期（自2020年４月１日 至2020年６月30日）の四半期報

告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。
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